
令和3年度　公文書開示状況（12月決定分）

港湾局

　表の見方
　＜決定区分＞
　　・開示、一部開示、非開示（開示しない）、不存在（文書が存在しない）、存否応答拒否（文書があるかないかを明らかにしない）のうち、
　　　該当する項目に「１」を記入しています。
　＜（根拠規定）条例7条＞
　　・一部開示及び非開示について、条例７条各号のいずれを根拠として非開示としたのかについて、該当する項目に「１」を記入しています。
　＜公文書の件名＞について
　　・特定の個人名、法人名、またそれらの特定に結びつく可能性のある情報は○○と表記しています。
　　・決定区分が不存在の場合や存否応答拒否の場合は、開示請求書の請求件名を記載しています。
　　　ただし、個人情報・法人情報保護に配慮し、簡潔に表記する場合があります。
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1 R3.11.24 R3.12.2

・平成１０年度１５号地（若洲）施設管理図面
・平成７年度１５号地木材（原木）ふ頭その他岸壁建設工事しゅん功図
・平成７年度１５号地木材（原木）ふ頭岸壁（－１１ｍ）建設工事（その１）しゅん功
図
・平成６年度１５号地木材（原木）ふ頭岸壁建設工事（その１）しゅん功図
・平成６年度１５号地木材（原木）ふ頭岸壁建設工事（その２）しゅん功図
・平成６年度１５号地原木ふ頭北側護岸建設工事（その１）しゅん功図
・平成６年度１５号地原木ふ頭北側護岸建設工事（その２）しゅん功図

207 1
港湾局
東京港管理事務所
ふ頭運営課

2 R3.10.24 R3.12.6

・公有水面埋立免許願書（平成１０年５月１４日付１０港開技第４号）
・公有水面埋立免許の申請について（依頼）（東京都・豊洲・晴海水際線埋立て）（平
成１０年６月２３日施行１０港営水第４５号）
・公有水面埋立免許の申請に係る地元区長意見の徴収について（東京都・豊洲・晴海水
際線埋立て）（平成１０年８月５日施行１０港営水第７７号）
・公有水面埋立免許の申請について（豊洲・晴海水際線埋立地）（平成１０年１０月２
２日付江企臨収第６号）
・公有水面埋立免許の申請について（平成１０年１０月２７日付１０中土計第１２５
号）
・公有水面埋立免許について（東京都・豊洲・晴海水際線埋立て）（平成１１年５月２
１日施行１０港営水第１５５号）
・東京港港湾区域内公有水面埋立免許について（告示・通知）（東京都・豊洲・晴海水
際線埋立て）（平成１１年５月２８日付１１港営水第４２号）
・公有水面埋立免許にかかる埋立てに関する工事のしゅん功認可について（豊洲・晴海
水際線埋立地　第３区Ａ区）（平成１８年９月１１日付１８港営監第２１０号）
・公有水面埋立免許にかかる埋立てに関する工事のしゅん功認可について（豊洲・晴海
水際線埋立地　第３区Ｂ区）（平成１９年９月４日付１９港営監第１８２号）
・東京港港湾区域内公有水面埋立免許にかかる埋立てに関する工事のしゅん功認可につ
いて（豊洲・晴海水際線埋立地　第３区Ｃ区）（平成２６年３月１０日付２５港営監第
６６７号）

322 1
港湾局
港湾経営部
経営課

3 R3.11.6 R3.12.9

産業労働局以外の全局に対して開示請求する。東京都が申請を受けて審査を行う業務
（行政処分を除く）の審査結果について、その申請者からの問合せ及び意見に対して、
東京都が申請者への説明を行わない旨又は説明を行う旨記載した文書

1
当該請求に係る公文書は作成及び取得し
ておらず、存在しない。

港湾局
総務部
総務課

決定区分 (根拠規定)条例７条
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決定区分 (根拠規定)条例７条

4 R3.11.25 R3.12.9

・ＩＲ関連情報収集まとめ（令和２年４月20日）
・会議等議事要旨記録票（令和元年度特定複合観光施設等に関する調査結果）（令和２
年４月21日）
・仁川（開業：2017年４月）（令和２年４月22日）
・カジノの直近営業状況・動向について（令和２年４月23日）
・ＩＲの誘致を表明している自治体の状況（アドバイザリー契約）（令和２年４月23
日）
・会議等議事要旨記録票（令和元年度特定複合観光施設等に関する調査結果について）
（令和２年４月24日）
・会議等議事要旨記録票（ＩＲ整備法の構造）（令和２年５月８日）
・各自治体のパブリックコメントの実施状況（令和２年５月11日）
・会議等議事要旨記録票（各自治体の基本構想の要点の報告）（令和２年７月２日）
・成長戦略実行計画案でのＩＲ関連記述について（７月３日未来投資会議）（令和２年
７月３日）
・会議等議事要旨記録票（ＩＲに係る要件等の変更手続きについての報告）（令和２年
７月10日）
・会議等議事要旨記録票（ＩＲに関する現状について）（令和２年７月14日）
・令和２年度の委託調査についての検討（令和２年９月16日）
・各自治体の状況（主要事項スケジュール）（令和２年９月30日）
・ＩＲに係る納付金・入場料について（令和２年10月５日）
・ＩＲの誘致を表明している４自治体の状況（令和２年10月12日）
・会議等議事要旨記録票（令和2年度特定観光複合施設に関する調査委託について）
（令和２年11月10日）
・会議等議事要旨記録票（接触ルールについて）（令和３年１月６日）
・ＩＲの誘致を表明している４自治体の令和３年度予算（案）状況について（令和３年
３月５日）
・各自治体の特定複合観光施設区域整備実施方針（要点）、募集要項について（令和３
年４月15日）
・ＩＲ整備法（特定複合観光施設区域整備法）施行規則案の構成、カジノ管理委員会施
行規則（案）の概要について（令和３年５月13日）
・海外ＩＲエリアの動向（コロナによる影響からの状況変化等）（令和３年５月26日）
・各自治体アドバイザリー契約内容比較（令和３年７月28日）
・会議等議事要旨記録票（ＩＲに関する状況について）（令和３年８月12日）
・会議等議事要旨記録票（統合型リゾート（ＩＲ）の状況について）（令和３年11月２
日）
・会議等議事要旨記録票（統合型リゾート（ＩＲ）の状況について）（令和３年11月５
日）

96 1
港湾局
総務部
企画計理課

5 R3.10.24 R3.12.10

東京都における中央区晴海地区の埋立てに関する文書のうち、
・大正15年2月18日、昭和34年7月7日及び昭和39年4月10日に免許した公有水面埋立免許
願書に係る告示の有無が分かる文書
・大正15年2月18日に免許した公有水面埋立てに関して近隣各区議会に意見を求めた文
書及び同回答文書
・大正15年2月18日に免許した公有水面埋立ての免許及び竣功認可に係る告示の有無が
分かる文書

1
当該文書については、都において、該当
する文書が存在しない。

港湾局
港湾経営部
経営課
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決定区分 (根拠規定)条例７条

6 R3.10.24 R3.12.10

・公有水面埋立ノ件認可申請（大正１４年６月２５日付河發第四七七號）
・海面埋立ノ件指令案（大正１５年２月１８日施行）
・公有水面埋立竣功ノ件認可案（昭和４年４月１４日施行午河一六一五號）
・公有水面の埋立許可申請について（晴海町）（昭和３３年１２月２日付３３港工計
発第２０２号）
・東京港内公有水面埋立について（晴海町地先）（昭和３３年１２月５日施行　３３
港総庶収第４９９号）
・東京都議会議決謄本写（昭和３３年１２月１８日施行）
・東京港内公有水面埋立について（昭和３４年４月２１日施行３３港総庶収第４９９
号の２）
・東京港内公有水面の埋立について（昭和３４年７月７日施行３３港総庶収第４９９
号の３）
・東京港内公有水面埋立工事の部分しゅん功について（晴海ふ頭拡張埋立地A区域関
係）（昭和３９年９月３日施行　３９港総庶収第５２４号）
・東京港内公有水面埋立工事のしゅん功について（晴海ふ頭拡張埋立地B区域）（昭和
４１年９月２９日施行４１港開庶収２６６号の３）
・公有水面の埋立免許申請について （晴海町小型船ふ頭敷埋立地）(昭和３６年８月
２５日付３６港計一発第１３６号）
・公有水面埋立について（昭和３６年９月５日施行３６港計総収第４６３号）
・東京都議会議決謄本写（昭和３６年１０月５日施行）
・東京港内公有水面埋立について（昭和３６年１１月７日付３６港総庶収第４６３
号）
・東京港内公有水面埋立の免許について（昭和３９年４月２２日施行３９港総庶収第
２３１号）
・東京港内公有水面埋立工事のしゅん功について（晴海小型船ふ頭埋立地関係）昭和
４０年３月２９日施行４０港総庶収第49号の２）
・東京都告示第千三百三十九号（平成１８年９月２２日公報登載）
・東京都告示第千百八十六号（平成１９年９月１３日公報登載）
・東京都告示第三百六十七号（平成２６年３月１９日公報登載）

1

告示文書については、東京都公報に掲載
されているため。
その他の文書については、東京都公文書
館において管理されているため。

港湾局
港湾経営部
経営課
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